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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 45(オ)1055 原審裁判所名 仙台高等裁判所 

事件名 建物明渡請求 原審事件番号 昭和 45(ネ)9 

裁判年月日 昭和 47 年 11 月 16 日 原審裁判年月日 昭和 45 年 8 月 18 日 

法廷名 最高裁判所第一小法廷   

裁判種別 判決   

結果 破棄自判   

判例集等 民集 第 26 巻 9 号 1619 頁   

 

判示事項 一、甲所有の物を買受けた乙が売買代金を支払わないままこれを丙に譲渡した

場合における丙の甲に対する物の引渡請求と甲の留置権の抗弁 

二、物の引渡請求に対する留置権の抗弁を認容する場合においてその被担保債

権の支払義務者が第三者であるときの判決主文 

裁判要旨 一、甲所有の物を買受けた乙が、売買代金を支払わないままこれを丙に譲渡し

た場合には、甲は、丙からの物の引渡請求に対して、未払代金債権を被担保債

権とする留置権の抗弁権を主張することができる。 

二、物の引渡請求に対する留置権の抗弁を認容する場合において、その物に関

して生じた債務の支払義務を負う者が、原告ではなく第三者であるときは、被

告に対し、その第三者から右債務の支払を受けるのと引換えに物の引渡をする

ことを命ずるべきである。 

 

全 文 

主    文 

 原判決を破棄する。 

 第一審判決を次のとおり変更する。 

 上告人は、被上告人に対し訴外Ｄから金三四五万円の支払を受けるのと引換えに第一審判

決添付別紙目録記載の建物を明け渡せ。 

 被上告人のその余の請求を棄却する。 

 訴訟の総費用はこれを二分し、その一を被上告人の、その余を上告人の負担とする 

理    由 

上告代理人中村潤吉の上告理由について。 

第一審判決添付別紙目録記載の建物（以下、本件建物という。）は、その敷地（以下、本件

土地という。）とともに、もと上告人と訴外Ｅの共有であつたが、右両名は、昭和四三年七月

二〇日、これを代金六八〇万円で訴外Ｄに売り渡したこと、右代金の支払方法としては、うち

金四〇万円は本件土地建物の所有権移転登記と同時に支払い、うち金一一〇万円は同年八月

一〇日限り支払い、うち金一八五万円については上告人のＦ信用金庫に対する金一三五万円

の債務およびＧ相互銀行に対する金五〇万円の債務をいずれも免責的に引き受けて支払う約

であり、残金三四五万円については、金員の支払に代えて、右Ｄにおいて他に土地（以下、提

供土地という。）を購入して建物（以下、提供建物という。）を新築し、これを上告人に譲渡す

ることとし、本件土地建物の明渡は右提供土地建物の引渡と同時におそくとも同年一一月三

〇日までにすることを約したが、Ｄはいまだ提供土地建物を上告人に譲渡する義務を履行し

ていないこと、被上告人は、昭和四四年二月一九日、Ｄの代理人Ｈに対し金三四八万円を貸与
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し、その担保のため、本件土地建物を目的として抵当権設定契約および停止条件付代物弁済契

約を締結したが、Ｄは右借受金を所定の期限に弁済しなかつたため、被上告人は、右代物弁済

契約により同年三月一一日本件土地建物の所有権を取得し、同月一三日その旨の所有権移転

登記を経由したこと、上告人が現に本件建物を占有していること、以上の事実は、原判決（そ

の引用する第一審判決を含む。以下同じ。）が適法に確定しているところである。 

そして、原審は、右認定事実のもとにおいて、買主であるＤによつていまだ履行されていな

いのは残代金三四五万円の支払に代わる提供土地建物の引渡義務であり、売主である上告人

は、売買の目的物の残代金債権を有するものではなく、売買の目的物とは無関係な提供土地建

物の引渡請求権を有するのであつて、右引渡請求権をもつて被上告人に対抗することはでき

ないから、これと売買の目的物である本件土地建物との間には留置権発生の要件たる牽連関

係はないと判示して、上告人主張の留置権の抗弁を排斥しているのである。 

しかしながら、原審の右判断は首肯することができない。原審は、右確定事実のもとでは、

売主である上告人は売買の目的物の残代金債権を有しないというが、右確定事実によれば、残

代金三四五万円については、その支払に代えて提供土地建物を上告人に譲渡する旨の代物弁

済の予約がなされたものと解するのが相当であり、したがつて、その予約が完結されて提供土

地建物の所有権が上告人に移転し、その対抗要件が具備されるまで、原則として、残代金債権

は消滅しないで残存するものと解すべきところ（最高裁昭和三九年（オ）第六六五号同四〇年

四月三〇日第二小法廷判決・民集一九巻三号七六八頁参照）、本件においては、提供土地建物

の所有権はいまだ上告人に譲渡されていない（その特定すらされていないことがうかがわれ

る。）のであるから、上告人はＤに対して残代金債権を有するものといわなければならない。

そして、この残代金債権は本件土地建物の明渡請求権と同一の売買契約によつて生じた債権

であるから、民法二九五条の規定により、上告人はＤに対し、残代金の弁済を受けるまで、本

件土地建物につき留置権を行使してその明渡を拒絶することができたものといわなければな

らない。ところで、留置権が成立したのち債務者からその目的物を譲り受けた者に対しても、

債権者がその留置権を主張しうることは、留置権が物権であることに照らして明らかである

から（最高裁昭和三四年（オ）第一二二七号同三八年二月一九日第三小法廷判決。裁判集民事

六四号四七三頁参照）、本件においても、上告人は、Ｄから本件土地建物を譲り受けた被上告

人に対して、右留置権を行使することをうるのである。もつとも、被上告人は、本件土地建物

の所有権を取得したにとどまり、前記残代金債務の支払義務を負つたわけではないが、このこ

とは上告人の右留置権行使の障害となるものではない。また、右残代金三四五万円の債権は、

本件土地建物全部について生じた債権であるから、同法二九六条の規定により、上告人は右残

代金三四五万円の支払を受けるまで本件土地建物全部につき留置権を行使することができ、

したがつて、被上告人の本訴請求は本件建物の明渡を請求するにとどまるものではあるが、上

告人は被上告人に対し、残代金三四五万円の支払があるまで、本件建物につき留置権を行使す

ることができるのである。 

ところで、物の引渡を求める訴訟において、留置権の抗弁が理由のあるときは、引渡請求を

棄却することなく、その物に関して生じた債権の弁済と引換えに物の引渡を命ずべきである

が（最高裁昭和三一年（オ）第九六六号同三三年三月一三日第一小法廷判決・民集一二巻三号

五二四頁、同昭和三〇年（オ）第九九三号同三三年六月六日第二小法廷判決・民集一二巻九号

一三八四頁）、前述のように、被上告人は上告人に対して残代金債務の弁済義務を負つている

わけではないから、Ｄから残代金の支払を受けるのと引換えに本件建物の明渡を命ずべきも

のといわなければならない。叙上の理由によれば、原判決は破棄を免れないが、一審判決も被
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上告人からの残代金の支払と引換えに明渡を命じているので、右の限度で、これを変更すべき

である。（なお、被上告人がＤに代位して残代金を弁済した場合においても、本判決に基づく

明渡の執行をなしうることはいうまでもない。） 

よつて、民訴法四〇八条一号、三九六条、三八四条、三八六条、九六条、八九条、九二条に

従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決する。 

（裁判長裁判官 大隅健一郎 裁判官 岩田誠 裁判官 藤林益三 裁判官 下田武三 裁

判官 岸盛一） 

 

 

※参考：判例タイムズ 288 号 193 頁、判例時報 689 号 68 頁、金融商事判例 357 号 9 頁、 

ジュリスト 195 号 160 頁、最新・不動産取引の判例（RETIO）頁、不動産取引の紛 

争と裁判例〈増補版〉RETIO755 頁 

 

 


